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製造するメーカーの中には、単一の製品を主力として創業 100 年を超えるか、100 年
に満たなくとも大正時代初期から経営を存続している企業が多く存在している。たと
えば、創業 100 年を超える企業は 36 社存在する。日本近代の売薬の製造業者で、今
日「家庭薬」のメーカーとして存続している企業は、この 36 社の中に含まれる。 
 本論文は吉野（1976）に提示され、その後大東（1995）などの先行研究が様々な検




































































































































































                                                   






流通」、『経営史学』第 39 巻第 3 号所収、経営史学会 
7 「医師を通じて、あるいはその処方箋により調剤形式を経たうえで、最終消費者によって購
入・消費される医薬品」を法律では「医療用医薬品」としている（日本 OTC 医薬品協会（JSMI）
ホームページ http://www.jsmi.jp/index.html 2011 年 9 月 10 日 13 時 52 分閲覧 参照）。 
8 「最終消費者が自身の判断によって、薬局・ドラッグストアなど小売店で直接購入する医薬
品」を法律では一般用医薬品としている（日本 OTC 医薬品協会（JSMI）ホームページ、「OTC





















薬品の基準を定める必要が生じ、薬局方を制定する委員会が 1881（明治一四）年 1 月
に発足した13。政府は薬局方の初版を 1886（明治一九）年 6 月 25 日内務省令第一〇号
                                                   
9 中国の伝統医療を「中医学」と呼ぶが、その中医学が日本に伝わり、日本独自の発展を遂げ
たものが漢方医学であるとされる（都留悦史、岡崎明子他、2011、「日中韓、それぞれの漢方」、









薬局方の編纂にあたってまず 1880（明治一三）年 11 月に、薬学関係者としてエーキマン、ゲ
ールツおよびランガルト（A. Langgard）を中心に柴田承桂・永松東海・高木兼寛の 6 人を委
員に任命した。この翌年の 1881（明治一四）年 1 月に委員会を発足した。紆余曲折を経て中央






























                                                   
14 明治憲法発布に先立つ 3 年前の事であり、近代的な形式を備えたものとしては東洋において
は最初、世界では第 21 番目の国定薬局方であった。 






















































第２項  明治時代における売薬・新薬の区別の混乱 
 
明治時代後期に入ると欧米から新薬が次第に流入し始める。欧州先進国ではガレヌ











                                                   






































































































































































































































次に示す統計書からも明らかである：内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回／内






























































「薬事法」は 1943（昭和一八）年 3 月 12 日に公布され、それまでに存在した「薬
品営業並薬品取扱規則」・「売薬法」・「薬剤師法」の三つの法律を柱に、関係法規であ
る「薬品巡視規則」・「麻薬取締規則」・「売薬部外品取締規則」を統合する形で制定さ
れた。局方品を含む医療用の医薬品は 1889（明治二二）年 3 月 16 日公布の「薬品営
業並薬品取扱規則」により規定されていた。一方で売薬は、「売薬規則」を改正するか






                                                   

























の対象となり、1942（昭和一七）年 2 月 18 日の「売薬営業整備要項」によってその生
産組織・販売方法・配給計量が統制されることになった。配給の面では日本売薬配給
統制株式会社が設立され、統制が行われた。生産組織については「一県一企業体」に





































































































































































                                                   























































































第 1 節第 2 項で述べたが、タカジアスターゼを発売した三共は 1903（明治三六）年
以来、一般消費者向けの広告媒体である日刊紙へ盛んに広告を出稿した。その最初で

































































































                                                   
39 光澤,1980,pp.26-27。アメリカでマーケティングが 1880 年代に生成、1910 年代に発展した
とする時期確定は①独占の形成（主体的条件）、②市場の狭隘化（客体的条件）を基準にして
行われている。アメリカでは 1880 年代に、市場の横への広がりの停止と、その結果生じた資
本間競争の激化と資本集中の発展がみられた。そして 1910 年代には 20 世紀初頭の独占の確立









43 第一次世界大戦終結の 1918（大正七）年から第二次世界大戦開始の 1939（昭和一四）年ま





























































































募で大正製薬に入社し、後 3 代目社長となる上原正吉であった。 
 そして神保（2008;2010）では、どの製薬企業よりも早くに流通系列化を実施した
                                                   
47 一般用医薬品は通称「大衆薬」・「市販薬」と呼ばれてきたが、日本 OTC 医薬品協会（JSMI）
は 2007 年に「OTC（Over The Counter）医薬品」へ呼称を変更・統一した。英語でカウンタ
ー越しに医薬品を販売するという意味からこの名称になった（日本 OTC 医薬品協会（JSMI）































                                                   











































薬では 1921（大正一〇）年、東京・大阪の日刊新聞すべてを含む、全国 220 社前後に











 星製薬では交通広告の鉄道看板、屋外広告である「星好会看板」といった SP 広告に
も力を入れた。鉄道看板は 1921（大正一〇）年から 3 年計画で取り組まれたもので、
全国の鉄道沿線 1 マイルごとに、高さ約 182cm・幅約 545cm の看板を建てるというも














社報のみならず 1910（明治四三）年 10 月 1 日創刊の『新報知』、1912（大正元）年








いたマーケティング・コミュニケーションの一覧を以下の図表 2.-3 に示す。 
 
図表 2.- 1 1922（大正十一）年時点の星製薬によるマーケティング・コミュニケーション一覧  
 
媒体・手段 詳細 







































                                                   
56 小原,1994,pp.9-12／小原,2005,pp.128-133 










































































                                                   
60 日本における産業革命、工業化については阿部武司・中村尚史（2010）「日本の産業革命と





































































































































































技術普及を進めた。また中央店（Central office）・支店（Branch office）・分店（Sub-branch 
office or Station agent）の 3 つから成る直営支店網を形成し、中央店を横浜・神戸に
おいて東西の営業拠点を管轄した。各営業拠点の販売員は担当地域の富裕層の家庭を










（昭和五）年頃で一台 156 円のところ、月賦では一台 195 円で頭金 30 円、各月の支払



























































































































                                                   
80 佐々木聡、2010、「第 4 章 流通構造の変革 ――化粧品・石鹸問屋の経営を中心に――」






























































































































































































































                                                   
87 大石学、1988、「享保改革期の薬草政策」、『名城大学人文紀要』第 39 集 24 
巻 1 号所収、名城大学一般教育人文研究会 
88 松迫寿代、1995、「近世中後期における合薬流通――商品流通の一環として  
――」、『待兼山論叢』第 29 号所収、大阪大学文学部 
89 西暦 1751 年から 1763 年 
90 旧国名で、歴代の皇居が置かれた五機内（大和国・山城国・河内国・和泉国・摂津国）の一
つ。一部は現在の大阪府、一部は兵庫県に属する。  






























































































































































































































（明治八）年 7 月 25 日を三府売薬取締罰則施行の期日とした。 






年 7 月 25 日内務省達乙第九十八号をもって、文部省時代に提出され審査中であった売
薬申請の願書、ならびにまだ願い出ていない分の願書を提出するよう各地方に命令が
下った。また内務省火災のため、文部省時代に交付された売薬鑑札すべてについて有



































































































20 年間の新薬配合の売薬の許可件数は合計 82 件、特に日露戦争後の 1905（明治三八）
年以降 5 年間の許可件数は増加して 49 件であった108。 
1908（明治四一）年、吃音障害に効果が高いと称する売薬が貴族院において議論と
なり、効果のない売薬に免許を与えるようなことは法の精神に反するとの非難がされ














                                                   
107 川崎・塩見,1926,p.29 および二谷,2000,p.22 
108 二谷,2000,p.22 























た112。これは当時の衛生局予算が年額 50,000 円から 60,000 円を上下していたことと
符合する113。 
売薬規則による売薬営業税の徴収は、売薬業を抑圧する政策でもあった。このこと












                                                   
112 内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回 















一、同弐銭迄 同弐厘 一、同三銭迄 同三厘 一、同五銭迄 同五厘 一、同拾銭
迄 同壱銭 以上総テ五銭迄毎ニ五厘ヲ増加ス」（富山県 ,1987,pp.518-519）というも
のであった。しかも売薬一個一個に、定価に応じて一定額の売薬印紙を購入して貼付
することが義務付けられ、日常の業務も非常に煩瑣なものとなった。  





























































































































図表 3.- 1 売薬営業者による徴税回避の方法 
 






































































































































































                                                   
125 池田（1929） 






















組の成立時期は明和年間（1764 年～1772 年）とされ、初期は全国 18 組あった。文




図表 3.- 3 富山の町からの売薬行商人の組の全国分布 
 
組の名称（所在地域） 組を構成する行商人数 
南部組（岩手県） 40 人 
                                                   
127 富山県（1987）。以下、配置売薬行商圏に関する説明は、特に注記が無い限り同書に基づく。  
75 
 
秋田組（秋田県） 21 人 
仙台組（宮城県） 34 人 
出羽組（新潟県） 59 人 
越後組（新潟県） 109 人 
越中組（富山県） 123 人 
伊達組（福島県） 82 人 
関東組（東京・神奈川・埼玉・栃木・群馬・茨城・千葉県） 381 人 
上総組（千葉県） 66 人 
駿河組（静岡県） 42 人 
信州組（長野県） 172 人 
飛州組（岐阜県北部） 18 人 
美濃組（岐阜県南部・愛知県） 206 人 
江州組（滋賀県） 82 人 
伊勢組（三重県） 67 人 
五畿内組（奈良県・京都府・大阪府） 261 人 
北国組（石川・福井県） 69 人 
奥中国組（鳥取・山口・広島・岡山県） 115 人 
北中国組（島根県） 94 人 
四国組（四国一帯） 63 人 
九州組（福岡・大分・長崎・宮崎・熊本県）  162 人 
薩摩組（宮崎・鹿児島県） 26 人 
出典）富山県（1983b）の「Ⅸ 統計」より、p.1 の「1 富山売薬行商人の組別全国分布状況（嘉永 6 年）」
から筆者作成 
  



























































づき「大阪売薬同業組合」を 1907（明治四〇）年 4 月 8 日設立総会を開いて設立した。
大阪売薬同業組合の成立後、東京・名古屋・京都・岐阜・三重など各都市も、大阪になら
って同業組合の設立手続きを取るに至った。 
東京においては 1908（明治四一）年 12 月 11 日に同業組合創立総会を開き、定款その





























































































































































































































































































については本章第 1 節第 2 項で述べる。 
本章で整理されたマーケティング・コミュニケーションの展開について、前近代か













































                                                   




















































































 ここで「4P 理論」における促進（Promotion）は、さらに製品広告（Product 
advertising）・販売促進（Sales promotion）・人的販売（Personal selling）・製品パブリ


















































図表 2.- 2 亀井・ルディー（2009）におけるマーケティング・コミュニケーションの構造  
 















    （セールス・コミュニケーション）  （推奨コミュニケーション） 
  



























































わち方法・手段はマス（コミ）広告、SP 広告、マーケティング PR、パーソナル・コ 




















































































低利の融資 街頭活動 ロビー活動 
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159 「ケレイン」とは「グレーン」のことを指し、グレーンとオンスはいずれもヤード・ポン
ド法における質量の単位である。グレーンは 1ポンドの 7,000分の 1である 0.0648gに相当し、







0.1296g であり、蒸留水 2 オンス分は 56.7g である。この状態で硫酸亜鉛と蒸留水の比率は
1:437.5 であり、おおよそ 1:450 の比率である。また蒸留水中における硫酸亜鉛の割合は小数点














































165 「佐藤某」の名前については、社史においては明らかとされていない。  



























森下仁丹の創業者・森下博169は、1893（明治二六）年 2 月 11 日、大阪市東区淡路町
一丁目に、薬種商「森下南陽堂」を創業した。この「森下南陽堂」は、1905（明治三
八）年の口中清涼剤「仁丹」発売を機に「森下博薬房」と改称し、これが森下仁丹の
                                                   

































































































































れほど活発ではなく、1880 年代以降に本格化する。そのため、まず第 1 項で明治時代
における新聞の発展について述べ、第 2 項で各事例の動向をみる。 
 






 1869（明治二）年 3 月 20 日（陰暦 2 月 8 日）に「新聞紙印工条例」が公布され、
日本人が一般に新聞発行を行うことが認められる。1871 年 1 月 28 日（陰暦 1870 年 12



























































































（明治一〇）年に 111,500 部、1879（明治一二）年に 162,000 部だったと推計されて
いる181。一方各年次の総人口は 1875（明治八）年が 33,997,415 人、1877（明治一〇）












                                                   
181 内川,1976,p.23 
182 内閣統計局、『日本帝國統計年鑑』 第 1 回～55 回／内閣統計局、『大日本帝国統計年鑑』 

































                                                   










『国民』が 130,000 部、『東京朝日新聞』が 100,000 部、『東京日日新聞』が 70,000







た購読者層が形成されていった。新聞の虚偽広告に対して 1901（明治三四）年 10 月 5
日の『東京日日新聞』には「貧書生」と称する学生からの投書が、1907（明治四〇）






は 88,930 円まで増加している189。新聞広告の大口広告主は、1900 年代に入っても売
薬・化粧品・出版の三分野が依然上位を占めていた。このうち、売薬業は 1912（明治
                                                   
185 山本,1984,p.116 
186 山本,1984,p.117 よりグラフⅡ-1 参照 
187 山本,1984,p.312 
188 山本,1984,p.23 より表Ⅰ-3 参照。 

























告では、宝丹を取り扱う全国の小売業者は 1874（明治七）年の 700 人から翌年には
1,800 人に増加し、また販売数量は 1874（明治七）年に 370,000 個だったものが翌年
には 640,000 個に増加したという文章を載せていた194。広告で述べられたこれらの内
容が、実際の経営と照らし合わせて事実であったかは定かではない。ただし、宝丹が
                                                   










































































































第 1 項で述べたように新聞の購読者層は 1870 年代まで小規模で、読者の大半が都市
部に集中し、少数が全国に拡散している状態であった。このような状況下では新聞広
告よりも引札の方が、不特定多数の消費者に直接配布できるため有効であった。  
 引札が広告媒体として依然用いられるなかで、1878（明治十一）年 6 月 16 日に、岸

































































月 3 日に没して後に経営を引き継いだ、二代・太田信義（以下、二代信義）であった。  
太田胃散のブランド要素204について、二代信義は 1888（明治二一）年に認可を得た
                                                   




































                                                                                                                                                          
と定義される。本論文では、各事例の売薬業者が商標登録により保護するブランド名やそれを
記したロゴ、イラストなどを、ブランド要素と表現する。  











図表 4.- 2 森下仁丹の 1906（明治三九）年『大阪朝日新聞』の全面広告月別出稿数  
 
1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 
2（1） 1 4（2） 4 3（1） 2 4（4） 6 2   3 
出典）山本,1985,p.134。ただし原典は、山本武利・有山輝雄他（1979）『近代日本の新聞広告と経営』（朝
日新聞社） 








第３節 売薬業者による SP（Sales promotion）広告 
 
第１項  SP（Sales promotion）広告の定義、解釈と媒体の種類 
 
SP（Sales promotion）広告は、「販売促進と重複している広告」（亀井・ルディ
ー,2009,p.53）と説明される。また SP 広告は、マスコミ 4 媒体以外の媒体を使用する
広告とも呼ばれる。 































































ミ 4 媒体以外の媒体を使用する広告が SP 広告であるということができる。 
SP 広告に分類される広告の媒体は、屋外広告・交通広告・折込広告・ダイレクトメ

































                                                   

































































                                                   



















明治時代の売薬業者による SP 広告の展開をみていく。 
 















































                                                   
230 現在の株式会社ツムラ 
231 現在の参天製薬株式会社 






























（大正八）年 8 月 13 日の『国民新聞』には、森下仁丹の「町名番地札」によって東京












































と理解されている。パブリック・リレーションズは以下の図表 4.-3 に示す 5 つの機能
を持つ。 
 
図表 4.- 3 パブリック・リレーションズ（PR）の 5 つの機能 
 
機能 内容 
報道対策 企業をよく見せる形でニュースや情報を公表すること  

















































ものは、次項の図表 4.-4 のように整理されている。 






















































































































開していた 1876（明治九）年 8 月 26 日の『東京日日新聞』では、次項に引用するよ
うな注釈が記事に加えられることもあった。 
 


























































































第２項  売薬業者によるパーソナル・コミュニケーションの展開 
 












も効果があるとされ、次の 3 つの特性を持つ。すなわち⑴対面（2 人以上の間に直接
































































































































































てくる。その卸売業者が売薬問屋である。以下に第 3 章の図表 3.-2 を再掲する。 
 












































                                                   
266 吉野,1967,pp.271-297 
































































































































ケーションを、以下の図表 5.-2 に整理する。 
 





































































































































































                                                   




































































































 たとえば、図表 5.-2 に太字で示してあるものは、明治時代に入るまでは登場し得なかっ
たマーケティング・コミュニケーションの手法である。新聞広告は、日本で 1870 年代に、
新聞という媒体が徐々に発達するにつれて現れたものである。これは守田治兵衛による『芳
譚雑誌』刊行という、刊行物によるマーケティング PR についても同じである。 
 また、交通広告の展開については、明治時代に鉄道などのインフラ、公共交通機関が発
達しなければ現れないものである。森下仁丹の鉄道沿線の野立看板はもちろん、㈱太田胃
                                                   
285 電通 100 年史編集委員会,2001b,p.28 



























































































































































































































































                                                   
288 富山県（1983b）の「Ⅸ 統計」より、p.1 の「1 富山売薬行商人の組別全国分布状況（嘉
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